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議案第１２号 

 

江差町税条例の一部を改正する条例について 

 

江差町税条例の一部を、次のように改正するものとする。 

 

 

平成２８年６月１４日提出 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

提案理由 

所得税法等の一部を改正する法律の公布及び外国人等の国際運輸業に係る所得に

対する相互主義による所得税等の非課税に関する法律施行令等の一部を改正する政

令の施行に伴い、江差町税条例を改正する必要が生じたため。
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江差町税条例の一部を改正する条例 

 江差町税条例（昭和２５年条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 

附則第２０条の２第１項中「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、同条第２項第１

号中「附則第２０条の２第１項」を「附則第２０条の３第１項」に改め、同項第２号中「、

附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「並びに附則

第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」に、「附則第２０条の２第１

項」を「附則第２０条の３第１項」に改め、同項第３号中「附則第２０条の２第１項」を「附

則第２０条の３第１項」に、「租税条約等実施特例法」を「租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）」に、「特定

給付補てん金等に係る雑所得等の金額」を「特定給付補填金等に係る雑所得等の金額」に改

め、同項第４号中「附則第２０条の２第１項」を「附則第２０条の３第１項」に改め、同条

第３項中「第３３条及び」を「同条及び」に、「同法」を「租税条約等実施特例法」に改め、

同条第５項第１号中「附則第２０条の２第３項」を「附則第２０条の３第３項後段」に改め、

同項第２号中「、附則第７条第１項、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」

を「並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」に、「附則第

２０条の２第３項」を「附則第２０条の３第３項後段」に改め、「、第３４条の９第１項中

「第３３条第４項」とあるのは「附則第２０条の２第４項」と」を削り、同項第３号中「附

則第２０条の２第３項」を「附則第２０条の３第３項後段」に、「租税条約等実施特例法」

を「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和

４４年法律第４６号）」に、「又は配当所得」を「若しくは配当所得」に改め、同項第４号

中「附則第２０条の２第３項」を「附則第２０条の３第３項後段」に改め、同条第６項中「附

則第２０条の２第３項」を「附則第２０条の３第３項前段」に改め、同条を附則第２０条の

３とする。 

 

附則第２０条の次に次の１条を加える。 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民税の課税の特例） 

第２０条の２ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相互主

義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号。以下「外国居住

者等所得相互免除法」という。）第８条第２項に規定する特例適用利子等、外国居住者等

所得相互免除法第１２条第５項に規定する特例適用利子等又は外国居住者等所得相互免除

法第１６条第２項に規定する特例適用利子等については、第３３条及び第３４条の３の規
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定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８条第

２項（外国居住者等所得相互免除法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この項において「特例適用利子等の

額」という。）に対し、特例適用利子等の額（次項第１号の規定により読み替えられた第

３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）に１００分の３の税率を乗

じて計算した金額に相当する町民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同項中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第２０条の２第１項に規定する特例適用利子等の額」とする。 

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項並びに附則第７条第１

項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用については、第３４

条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の２第１項の規

定による町民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条の８、第３

４条の９第１項並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第

１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２０条の２第１項の規

定による町民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額及び附則第２０条の２第１項の規定による町民税の所得割の額

の合計額」とする。 

（３） 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第２０条の２第１項に規定する特例適用利子等の額」

と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額若しくは外国居

住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７

年法律第１４４号）第７条第１０項（同法第１１条第８項及び第１５条第１４項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する特定対象利子に係る利子所得の金額、同

法第７条第１２項（同法第１１条第９項及び第１５条第１５項において準用する場

合を含む。）に規定する特定対象収益分配に係る配当所得の金額、同法第７条第１

６項（同法第１１条第１１項及び第１５条第１７項において準用する場合を含む。）

に規定する特例対象懸賞金等に係る一時所得の金額若しくは同法第７条第１８項

（同法第１１条第１２項及び第１５条第１８項において準用する場合を含む。）に

規定する特定対象給付補填金等に係る雑所得等の金額」とする。 

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは
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「山林所得金額並びに附則第２０条の２第１項に規定する特例適用利子等の額」と、

同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２０条の２第１項

の規定による町民税の所得割の額」とする。 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居住者等所得相互免除法第８条第４項に規

定する特例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項に規定する特例適用

配当等又は外国居住者等所得相互免除法第１６条第３項に規定する特例適用配当等（次項

において「特例適用配当等」という。）については、第３３条第３項及び第４項の規定は

適用しない。この場合において、当該特例適用配当等については、同条及び第３４条の３

の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の外国居住者等所得相互免除法第８

条第４項（外国居住者等所得相互免除法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用

する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この項において「特例適用配当

等の額」という。）に対し、特例適用配当等の額（第５項第１号の規定により読み替えら

れた第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）に１００分の３の税

率を乗じて計算した金額に相当する町民税の所得割を課する。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年

度分の第３６条の２第１項の規定による申告書（その提出期限までに提出されたもの及び

その提出期限後において町民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものに限り、

その時までに提出された第３６条の３第１項に規定する確定申告書を含む。）に前項後段

の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないこ

とについてやむを得ない理由があると町長が認めるときを含む。）に限り、適用する。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

（１） 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第２０条の２第３項後段に規定する特例適用配当等の額」とする。 

（２） 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項並びに附則第７条の第

１項、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項の規定の適用については、第３

４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の２第３項後

段の規定による町民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条の８、

第３４条の９第１項並びに附則第７条第１項、第７条の３第１項及び第７条の３の

２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２０条の２第３項

後段の規定による町民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第２０条の２第３項後段の規定による町民税
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の所得割の額の合計額」とする。 

（３） 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は附則第２０条の２第３項後段に規定する特例適用配当等の

額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額若しくは外

国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和

３７年法律第１４４号）第７条第１４項（同法第１１条第１０項及び第１５条第１

６項において準用する場合を含む。）に規定する申告不要特定対象配当等に係る利

子所得の金額若しくは配当所得の金額」とする。 

（４） 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額並びに附則第２０条の２第３項後段に規定する特例適用配当等の額」

と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２０条の２第

３項後段の規定による町民税の所得割の額」とする。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１５号）附則第１条

第５号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の町税条例附則第２０条の２の規定は、この条例の施行の日（以

下この項において「施行日」という。）の属する年の翌年１月１日（施行日が平成２９年

１月１日である場合には、同日）以後に支払を受けるべき外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２

項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用利子等若しくは同

法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法第８条第４項に規定する特例適用配

当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等若しくは同法第１６条第３項に規定

する特例適用配当等に係る個人の町民税について適用する。 
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議案第１３号 

 

江差町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

江差町国民健康保険税条例の一部を、次のように改正するものとする。 

 

 

平成２８年６月１４日提出 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

提案理由 

所得税法等の一部を改正する法律の公布及び外国人等の国際運輸業に係る所得に

対する相互主義による所得税等の非課税に関する法律施行令等の一部を改正する政

令の施行に伴い、江差町国民健康保険税条例を改正する必要が生じたため。 
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江差町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 江差町国民健康保険税条例（昭和４０年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

附則中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項から第１０項までを１項ずつ繰り上げ

る。 

 

附則中第１２項を第１３項とし、第１１項を第１２項とし、同項の前に次の２項を加える。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７

年法律第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定

する特例適用利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子所得、

配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条

及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条

第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所

得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２

条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用利子等

の額（以下この条及び第２３条において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から

法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並

びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは、

「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」と、第２３条中「山林所得金額」とあ

るのは「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が

外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４

項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第

１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項

中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者

等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第

１２条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配

当等の額（以下この条及び第２３条において「特例適用配当等の額」という。）の合計額
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から法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金

額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２３条中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当等の額」とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第１５号）附則第１条

第５号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の江差町国民健康保険税条例附則第１０項及び第１１項の規定は、

この条例の施行の日（以下この項において「施行日」という。）の属する年の翌年１月１

日（施行日が平成２９年１月１日である場合には、同日）以後に支払を受けるべき外国居

住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律

第１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特

例適用利子等若しくは同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等又は同法第８条第４

項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等若しくは同

法第１６条第３項に規定する特例適用配当等に係る国民健康保険税について適用する。 
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議案第１４号 

 

平成２８年度江差町一般会計補正予算（第２号）について 

 

平成２８年度江差町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ２９，３５０千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ５，１８１，０３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

平成２８年６月１４日提出 

 

 

江差町長 照 井 誉之介 

 

 

提案理由 

平成２８年度江差町一般会計補正予算の調整後に生じた事由に基づいて、既定の予

算に追加をする必要が生じたことによる。 
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（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

農林水産
業費

農業振興費

産地パワーアップ事
業補助（立茎アスパ
ラガス自動選別機及
び自動結束機導入事
業補助）

29,350 29,350

29,350 29,350計

平成２８年度　一般会計補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

14道 支 出 金 280,588 29,350 309,938

 2道 補 助 金 53,600 29,350 82,950

5,151,683 29,350 5,181,033
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 6農 林 水 産 業 費 176,120 29,350 205,470

 1農 業 費 94,146 29,350 123,496

5,151,683 29,350 5,181,033
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（１）総括

歳入歳出補正予算事項別明細書

（歳入）
単位：千円

款 　 　 計 　 　　 補 正 額 　補 正 前 の 額

歳 入 合 計

１４ 道 支 出 金 280,588

5,151,683

29,350

29,350

309,938

5,181,033
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　　計　　補正前の額 補 正 額

 6農 林 水 産 業 費 176,120

5,151,683

29,350

29,350

205,470

5,181,033

29,350

29,350 0 0 0

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入

補 正 前 の 額 補 正 額     計     

14 道支出金 280,588 29,350 309,938

  2 道補助金 53,600 29,350 82,950

   3 農林水産業費道費補助金 27,403 29,350 56,753

     歳     入     合     計 5,151,683 29,350 5,181,033
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 農 業 費 補 助 金 29,350産地パワーアップ事業補助                    
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出

国道支出金

補正前の額 補 正 額     計    

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 6 農林水産業費 176,120 29,350 205,470 29,350

  1 農業費 94,146 29,350 123,496 29,350

   2 農業振興費 28,717 29,350 58,067 29,350

　歳　出　合　計　 5,151,683 29,350 5,181,033 29,350 0 0 0
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

19 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 29,350 立茎アスパラガス自動選別機及び自動結束機導入
事業補助                                    
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